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１ 立地適正化計画と届出制度について 

1 

 

 

 

 

 

 

人口減少と少子高齢化が進む中で、安全・安心で快適な生活環境の確保と財政面及び経済面にお

いて持続可能な都市経営を可能とすることが大きな課題となっています。 
 立地適正化計画は、緩やかな居住誘導や都市機能の適正な立地を促進することで、「コンパクトな

まちづくり」の構築を進め、人口減少が進む中でも望ましい生活を支える様々なサービスが維持さ

れた、「住みやすい・住み続けられるまちづくり」を推進していく計画です。 

 

居住誘導区域 
生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき 

区域【P４】 

都市機能誘導区域 
都市機能を都市の中心拠点に誘導・集約することにより、各種サービスが効率

的に提供されるよう設定する区域【P７】 

 誘導施設 都市機能誘導区域内にその立地を誘導すべき都市機能増進施設【P８】 

 

 

 

立地適正化計画の公表に伴い、下記の行為を行おうとする場合は都市再生特別措置法に基づき、 

着手する３０日前までに町への届出が必要となります。 

1. 居住誘導区域外における一定規模以上の住宅の開発行為又は建築行為等 

  ☞ ２ 居住誘導区域に関する届出 【P３】 

2. 都市機能誘導区域外における誘導施設を有する建築物の開発行為又は建築行為  

☞ ３ 都市機能誘導区域に関する届出 【P６】 

3.  都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止 

    ☞ 3 都市機能誘導区域に関する届出 【P６】 

・ 本制度は、立地の動向を把握し、区域内への立地の誘導を促すためのものであり、各誘導区

域外での開発行為や建築行為を規制をするものではありませんが、届出対象の行為が居住や

誘導施設の誘導を図る上で支障があると認められる場合には、必要に応じて勧告等の措置を

行うことがあります。 

・ 届出の内容を変更する場合も、変更に係る行為に着手する３０日前までに届出が必要となり

ます。 

 

 

 

・ 届出をしない又は虚偽の届出をして開発行為又は建築等行為を行った場合、都市再生特別措

置法第１３０条の規定に基づき３０万円以下の罰金に処せられることがあります。 

・ 届出の義務に関する規定は、宅地建物取引業法第３５条の規定に基づく「重要事項説明」の

対象となります。 

立地適正化計画と届出制度について １ 

■立地適正化計画で定める主な事項 

 立地適正化計画に係る届出制度とは １ｰ２ 

 留意事項 １ｰ３ 

 立地適正化計画とは １ｰ 1   



１ 立地適正化計画と届出制度について 
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・ 届出に係る行為が開発行為、建築行為いずれも届出の対象となる場合には、それぞれの行為

について届出が必要となります。 

・ 届出に係る開発行為や建築行為等が開発許可等の対象行為に該当する場合においては、別途

開発許可等の申請・届出が必要となります。 

 

 

申請・届出 許可・届出対象行為 

都市計画法第 29 条に基づく

許可申請 面積が 3,000 ㎡以上の開発行為 

下諏訪町宅地開発指導要綱

に基づく届出 面積が 1,000 ㎡以上 3,000 ㎡未満の開発行為 

下諏訪町景観計画に基づく

届出 

・建築面積が 1,000 ㎡以上の建築物の新築、増築、改築 

・変更に係る面積が 400 ㎡以上の建築物の外観を変更する 

修繕、模様替え、色彩変更 

・面積が 1,000 ㎡以上の開発行為         など 

 

 

 

 

 届出等の手続きの流れ １ｰ４ 

事前相談・届出の必要性の確認 

届出 

開発許可等に係る届出・申請 

      建築確認申請    等 

勧告・助言 

開発行為・建築行為の着手 

（参考）開発行為・建築行為等に係る申請・届出 

届出対象 届出不要 

・着手の 30 日前までに届出を行ってください。 
・届出内容を変更する場合も、30 日前までに変更の

届出が必要です。 

・届出対象行為や区域の確認については、 
建設水道課 都市整備係までお問い合わせください。 

・必要に応じて町が勧告等を行うことがあります。 



２ 居住誘導区域に関する届出について 
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居住誘導区域外における以下の行為に対して、町が住宅開発等の動きを把握するため、届出が必

要となります。 
 

 

開発行為 
① ３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 
② １戸又は２戸以上の住宅の建築目的の開発行為で、その規模が 1,000 ㎡以上の

もの 

例 

 

 

建築行為等 
① ３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

② 建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して３戸以上の住宅とする場合 

例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住誘導区域に関する届出について 2 
 

 届出対象となる行為 【都市再生特別措置法第８８条】 ２ｰ 1   

■届出の対象 

※届出を要しない行為 

 以下の行為を行う場合には、届出の必要はありません。 

・住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に供するものの建築の目的で行う開発行為等 

・非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

・都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行為 



２ 居住誘導区域に関する届出について 
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※区域の詳細は、建設水道課窓口または町ホームページでご確認ください 

 

 

 

 

 居住誘導区域 ２ｰ２ 



２ 居住誘導区域に関する届出について 
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届出は、以下の区分により所定の届出様式に添付図書を添えて１部提出してください。 

内容確認後、受付印を押印した届出書の写しを申請者へお返しします。 

 

■開発行為  

➢ 届出書・・・様式第 10（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第 1 項第 1 号関係） 

➢ 添付図書 

①位置図（縮尺 1/1,000 以上） 

当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域周辺の公共施設を表示する図面 

  ②設計図（現況図、土地利用計画図等 縮尺 1/100 以上） 

  ③その他参考となる事項を記載した図書（住宅の戸数が判断できる資料 等）  

 

■建築行為  

➢ 届出書・・・様式第 11（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第 1 項第２号関係） 

➢ 添付図書 

①配置図（縮尺 1/100 以上） 

敷地内における住宅等の位置を表示する図面 

  ②住宅等の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺 1/50 以上） 

  ③その他参考となる事項を記載した図書（位置図、住宅の戸数が判断できる資料 等）  

 

■届出内容を変更する場合  

➢ 届出書・・・様式第 12（都市再生特別措置法施行規則第 38 条第 1 項関係） 

➢ 添付図書 

上記それぞれの場合と同様の図書  

 

 

 

 

 届出に必要な書類 ２ｰ３ 



３ 都市機能誘導区域に関する届出について 
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（１）都市機能誘導区域外における開発行為等 【都市再生特別措置法第 108条】 
都市機能誘導区域外における以下の行為に対して、町が誘導施設の整備の動きを把握するため、

届出が必要となります。 
 

 

開発行為 誘導施設（P８参照）を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

建築行為等 

① 誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

② 建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

③ 建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合 

 

（2）都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止 【都市再生特別措置法第 108条の２】 
都市機能誘導区域内における以下の行為に対して、町が誘導施設の休廃止を事前に把握し、既存

建物の有効活用等、機能維持に向けて、他の事業者を誘致するなどの対応機会を確保するため、届

出が必要となります。 
 

 

誘導施設の

休廃止 

都市機能誘導区域内にある誘導施設を休止又は廃止しようとする場合 

※休止：再開しようとする意思がある場合 

廃止：再開しようとする意思がない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市機能誘導区域に関する届出について ３ 
 

 届出対象となる行為 ３ｰ 1   

■届出の対象 

■届出の対象 

※届出を要しない行為 

 以下の行為を行う場合には、届出の必要はありません。 

・住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に供するものの建築の目的で行う開発行為等 

・非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

・都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行為 

■誘導施設の届出例 



３ 都市機能誘導区域に関する届出について 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※区域の詳細は、建設水道課窓口または町ホームページでご確認ください 

 

 

 

 

 都市機能誘導区域 ３ｰ２ 



３ 都市機能誘導区域に関する届出について 
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誘導施設（届出の対象となる施設）は以下のとおりです。 

機能分類 施設分類 施設の定義（根拠法等） 

行政機能 

役場 地方自治法第４条第１項に規定する施設 

保健センター 地域保健法第１８条に規定する施設 

介護福祉機能 

地域包括支援センター 介護保険法第 115条の 46第 1項に規定する施設 

老人福祉センター 老人福祉法第 20条の 7に規定する施設 

地域活動支援センター 障害者総合支援法第 5条第 27項に規定する施設 

子育て機能 保育園 児童福祉法第 39条第１項に規定する保育所 

商業機能 
大規模小売店舗 

店舗面積が 1,000㎡を超える小売店舗 
(大規模小売店舗立地法に基づく） 

中規模小売店舗 店舗面積が 500㎡以上 1,000㎡未満の小売店舗 

医療機能 病院 医療法第 1条の 5第 1項に規定する施設 

金融機能 

窓
口
機
能
を
有
す
る
金
融
機
関 

銀行 銀行法第 2条第 1項に規定する銀行 

郵便局 
日本郵便株式会社法第２条の４に定める郵便局 
（簡易郵便局を除く） 

農業協同組合 
農業協同組合法第 10条第 2項、第 3項に規定する 
業務を行う農業協同組合 

信用金庫 
信用金庫法第４条に基づく免許を受けて金庫の事業 
を行う信用金庫 

信用組合 
中小企業等協同組合法第 9条の 8に規定する業務 
を行う信用協同組合 

教育文化機能 

小学校 学校教育法第 2条第 1項に基づき設置された小学校 

中学校 学校教育法第 2条第 1項に基づき設置された中学校 

文化センター 下諏訪総合文化センター条例に定める施設 

図書館 図書館法第２条第１項に規定する施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 誘導施設 ３ｰ３ 



３ 都市機能誘導区域に関する届出について 
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届出は、以下の区分により所定の届出様式に添付図書を添えて１部提出してください。 

内容確認後、受付印を押印した届出書の写しを申請者へお返しします。 

 

■開発行為  

➢ 届出書・・・様式第 18（都市再生特別措置法施行規則第 52 条第 1 項第 1 項関係） 

➢ 添付図書 

①位置図（縮尺 1/1,000 以上） 

当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域周辺の公共施設を表示する図面 

  ②設計図（現況図、土地利用計画図等 縮尺 1/100 以上） 

  ③その他参考となる事項を記載した図書（誘導施設の用途・規模等が判断できる資料 等）  

 

■建築行為  

➢ 届出書・・・様式第 19（都市再生特別措置法施行規則第 52 条第 1 項第２項関係） 

➢ 添付図書 

①配置図（縮尺 1/100 以上） 

敷地内における建築物の位置を表示する図面 

  ②建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺 1/50 以上） 

  ③その他参考となる事項を記載した図書 

（位置図、誘導施設であること（用途、規模等）が判断できる資料 等）  

 

■届出内容を変更する場合  

➢ 届出書・・・様式第 20（都市再生特別措置法施行規則第 55 条第 1 項関係） 

➢ 添付図書 

上記それぞれの場合と同様の図書  

 

■誘導施設の休止または廃止  

➢ 届出書・・・様式第 21（都市再生特別措置法施行規則第 55 条の 2 関係） 

 届出に必要な書類 ３ｰ 4 



 

 

 

下諏訪町 建設水道課 都市整備係 

〒393-8501 長野県諏訪郡下諏訪町 4613番地 8 

TEL 0266-27-1111(内線 243・244・245) 

E-Mail tokei@town.shimosuwa.lg.jp 

■お問い合わせ先 


